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秋田市アグリビジネス創業支援セミナー開催業務委託 仕様書 

 

１ 目的 

  アグリビジネスに関心がある事業者等の効果的な発掘・育成を目的に創業支援セ 

ミナーを開催する。 

 

２ 業務名 

  秋田市アグリビジネス創業支援セミナー開催業務委託 

 

３ 委託期間 

  契約締結日の翌日から令和３年２月２６日（金）まで 

 

４ 開催概要 

 （1）開催日時  令和３年２月１１日（木・祝）午後１時２０分～午後３時３０分 

（2）開催場所  にぎわい交流館ＡＵ ３階 多目的ホール 

         （秋田市中通一丁目４－１） 

（3）対  象  ６次産業化や農商工連携に関心がある農林漁業者および商工業者等 

（4）受講人数  １２０名程度 

（5）開催形式  二部構成とし、第一部は講演、第二部はパネルディスカッション 

形式とする。 

 

５ 業務委託内容 

 (1) 第一部 講演について 

  ア 進行シナリオの作成。 

  イ 講師への謝礼の支払いおよび精算。なお、謝礼は１０万円とする。交通費は別

途事業費からの支払いとするため不要。 

  ウ 司会者への謝礼の支払いおよび精算。なお、司会者は第二部の進行も兼ねるた

め、その分を含め謝礼は５万円以内とする。 

  エ 新型コロナウイルス等の感染拡大により、講師の来県が難しいと事務局が判断

した場合は、リモート講演を実施する。 

（2）第二部 パネルディスカッションについて 

  ア 進行シナリオの作成。 

  イ パネリスト３名への謝礼の支払いおよび精算。なお、謝礼は１人あたり３万円

以内とする（司会者〈進行役〉は、第一部講演の司会も兼ねる）。 

ウ 司会者とパネリストとの事前打ち合わせの実施。 

 (3) 開催周知、ＰＲ 

  ア 周知用チラシ（Ａ４）の作成、印刷（両面 1,000枚）。 

  イ 関係機関等へのチラシ配布、参加促進活動の実施。 

    （直売所、加工グループ、金融機関、農業法人、報道関係、経済団体等） 

  ウ 秋田さきがけ新報への広告記事の掲載（開催日前）。 

 (4) 会場設営業務 

  ア セミナー会場の設営（レイアウト作成、演台、テーブル、イスの設置）、撤去。 

  イ 会場内看板の制作、設置（横看板１、縦垂れ幕２）、その他装飾。 

  ウ 演台横に飾る花台および生花（ダリア等）の手配、設置。 
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  エ その他必要な備品の手配、会場等の利用料金の支払い、精算等。 

（5）セミナー運営業務 

  ア セミナー資料（Ａ４）の作成、印刷。 

 イ 当日の会場での受付および来場者の案内、誘導。 

  ウ 受講者アンケートの作成、配付、回収、取りまとめ、報告。 

（6）新型コロナウイルス等の感染症対策 

ア 講演会、パネルディスカッション会場や受付に透明シートおよび手指消毒アル

コールを設置するなど、感染対策を行うこと。 

イ 受付時に、非接触式の検温器で検温、記録をすること。 

ウ 来場者が密接・密集とならない動線が確保できるように対処すること。 

 

６ 業務完了報告書 

     本業務の全ての業務完了の後に、セミナー開催状況および完了の確認ができる写

真およびアンケート結果を添付のうえ、業務完了報告書を提出すること。 

 

７ 業務委託料の支払い 

 (1) 業務委託料の支払は、検査に合格し、当該契約金額の請求があった日から３０日

以内に行うものとする。 

 (2) 秋田市の責に帰すべき事由により業務委託料の支払が遅れたときは、当該未払額

につきその遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項

の規定に基づき財務大臣が決定した率で計算して得た額の遅延利息を支払うものと

する。 

 

８ 個人情報保護にかかる遵守事項 

  受託者は、本業務の履行により知り得た個人情報を第三者に漏らしてはならない。 

契約期間満了後または契約解除後も同様とする。 

 

９ その他、特記事項 

 (1) 受託者は業務の遂行にあたり、関連する法令等を遵守しなければならない。 

(2) 本業務に際し、必要な一切の費用は当初の契約金額に含むものとする。 

(3) 事業実施に際して、市の指示があった場合は、その指示に従い作業を進めるとと

もに、市はいつでもその作業状況の報告を求めることができるものとする。 

 (4) 本業務の全部または一部を再委託する場合には、事前に市に書面で届け出るこ 

  と。 

 (5) 本業務の成果物の所有権や著作権は、原則としてすべて市に帰属するものとす 

  る。 

(6) 本仕様書に定める事項について疑義を生じた場合、又は本仕様書に定めのない場

合は、必要に応じて市と協議の上、定めるものとする。 

(7) 新型コロナウイルスの感染拡大等による実施内容の変更等を含め、受託者は、市 

  と十分に協議を行い、円滑に業務を実施すること。 

 


